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１．はじめに 

我が国の地方都市では人口減少，少子高齢化が進

行するとともに，商業施設の撤退，中心市街地の衰

退といった問題が発生し，買い物弱者が増加してい

る．そのため，立地適正化計画の導入やコンパクト

シティへの転換等対策が進められている．その際，

持続可能で住みやすい都市構造へ転換するには居

住地の生活利便性を適切に評価する必要がある．生

活利便機会へのアクセシビリティ評価に関する既

存研究 1）では，これまでは主に距離，所要時間を用

いて施設へのアクセシビリティが評価されており，

施設内で獲得できる財・サービスの種類や量につい

てはほとんど評価されていない．そこで，本研究で

は，愛知県瀬戸市を対象に，財・サービスの所在を

調査した上で，施設において提供される財・サービ

スに着目したアクセシビリティ指標によって必需

品獲得等の買い物利便性を居住地ごとに評価する

ことを目的とする． 

 

２．本研究で用いるアクセシビリティ指標 

本研究では式（1）に示すように居住地から徒歩圏

内の施設で売られている財・サービスを考慮できる

累積機会型 2）アクセシビリティ指標を使用する．ま

た，式（2）のように財・サービス機会の各財・サー

ビスの売り場面積の対数線形和をとることにより，

財・サービスの量だけでなく種数の多さを高く評価

することとした． 
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i:居住地  j:施設  k:施設タイプ 

n:施設 j に売られている財・サービスの中分類の種類 

𝐴𝐶𝑖
𝑚.𝑘:交通モード m による施設タイプ k への居住地 i

のアクセシビリティ 

𝐷𝑗
𝑘:施設タイプ k における施設 j に売られている財・

サービス機会の評価値 

𝐴𝑗,𝑛
𝑘 :施設タイプ k における施設 j の財・サービス n 種

ごとの中分類売り場面積 

𝑡𝑖,𝑗
𝑚:居住地 i から施設 j への交通モード m の所要時間

T:居住地 i からの最大到達時間 

交通モードｍは徒歩とする．所要時間 tについて

は,地理情報システム ArcGIS の Network Analyst に

基づき，100ｍメッシュの居住地ゾーン 3）の中心点

を起点とし，道路距離で施設までの最短経路を算出

した．この際，一律時速 4.8km として，起点から 10

分圏内の施設までを対象とした．売り場面積 A は，

各施設の延べ床面積をその施設で獲得可能な財・サ

ービスの個数で割ったものとし，財・サービス量の

代用指標とした．大型の総合スーパー8 店舗は，施

設のフロアマップを参考に駐車場や廊下などの床

面積を除外し，個々の売り場面積を算出している． 

 

３．財・サービスと施設の対応表の作成 

 施設データは延べ床面積などの施設特性を詳細

に把握できる株式会社ゼンリンの建物ポイントデ

ータ（2013 年度版）を使用した．建物分類リスト内

から i タウンページ等を使用し施設の細分類を行な

った結果，37 項目，計 1542 施設に分類することが

できた．また，財・サービスの種類の分類について

は，統計局家計調査の家計収支より，大分類 10 種，

中分類 39 種，小分類 72 種に分類した．そして，現

地調査やホームページをもとに各施設の代表的な

財・サービスを判断し，各施設と各財・サービスの

対応付けを行なった．その際，多様な財・サービス

を要する大型の総合スーパー8 店舗については，得

られる財・サービスが店舗ごとに異なるためホーム

ページや現地調査を行い一店舗ごとに判断した．結

果の一部を表-1 に示す．なお，本研究では，実際の

買い物行動を忠実に再現可能な中分類を採用し，食

料品の 11 項目をいずれかひとつを獲得できる施設

をアクセシビリティ分析の対象とした． 

 

Keywords：アクセシビリティ指標，財・サービス，生活利便性評価，GIS，生活必需品 

連絡先：愛知県名古屋市天白区塩釜口 1-501  TEL：052-828-2531

土木学会第71回年次学術講演会(平成28年9月)

 

-275-

Ⅳ-138

 



表-1 財・サービスと施設の対応表の例 

（食料品店の例） 

 
 

４．結果 

 推計した食料品へのアクセシビリティを図-1 に示

す．その結果，床面積の小さい施設が密集している地

域よりも，大型の施設が立地している地域のほうがア

クセシビリティが高くなることがわかった．また，市

街中心地でもアクセシビリティが 0の空白地区が確認

でき，○で囲った地域のように，居住エリアにもかか

わらず食料品施設が周辺になく，広範囲で低い値とな

っている地域が存在することがわかった．郊外では，

アクセシビリティが極めて低い，もしくは 0 の空白地

が大半を占め，自動車に頼らざるを得ない居住地にな

っていることがわかった． 

 

 

図-1 食料品アクセシビリティ（徒歩 10分圏内） 

 

次に，徒歩 10 分圏内における必需品獲得割合を図-

2 に示す．なお本研究では，統計局，家計調査，収支

項目分類より，支出弾性力を財・サービスの変化割合

/消費支出変化割合とし，1 未満を生活必需品，1 以上

を贅沢品とし，中分類 39 種から生活必需品として，2

2 種を抽出した．その結果，多くの地域で高い獲得率

を示すことができたが，図-1 と同様の地域（図中○）

で必需品を満足に獲得できていないことがわかった．

この地域は菱野団地と呼ばれる地区で，建物の老朽化，

人口減少，商業施設の撤退による買い物弱者の増加と

いった多くの問題を抱える地区であることがわかった．

また，鉄道駅からやや遠く自動車中心の生活になって

いることもわかった．そのため歩いて財・サービスを

獲得できるような街への転換方策などが必要な地域だ

と考えられる． 

 

 

図-2 生活必需品獲得割合（徒歩 10分圏内） 

 

５．おわりに 

本研究により，食料品を獲得しづらい地域や，中心

市街地の近くでも必需品を満足に得られない地域が存

在していることがわかった．今後，こういった利便性

の低い地域から必需品を獲得できる地域への居住の誘

導を行なう必要があると考えられる．また，中心市街

地までのアクセシビリティを高める施策を行なうこと

や，商業施設の立地の誘導・再編を検討していく必要

があると考えられる． 
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